
（様式①）

[財政局] 公共事業用地費会計 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

54
１款
資産活用推進基金費

2,695,254 - 1,444,031 - 1,251,223 -

55
２款
都市開発資金事業費

1,682,423 1,529,137 1,779,707 1,562,756 △ 97,284 △ 33,619

56
３款
公共用地先行取得事業費

1,883,575 - 1,883,575 - 0 -

計 6,261,252 1,529,137 5,107,313 1,562,756 1,153,939 △ 33,619

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

取得
単位

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

資産活用推進基金保有土地の民間売却等による財産売払収入及び資産活用推進基金運用収入を経理する。
また取得をした土地については、公有財産を適正に管理するとともに、未利用等土地の更なる抽出と共有に取り組み、あらゆる視点か
らその利活用を積極的に進めていきます。
(1)供用済、事業中の土地については、計画的に所管換を行います。
(2)事業未定土地、事業時期未定土地については、定期的に取得依頼局にヒアリングをし所管換を進めます。また、利活用の観点から取
得依頼局以外が事業を行う場合には「令和３年度に新設したルール（※）」を適用し新簿価での所管換を行います。

（※）令和３年度に新設したルール：「現在の簿価（取得価格）」と「用途転換時の時価」を比較し、いずれか低い方を新たな事業に
おける土地の新簿価（所管換価格）とするもの

根拠・データ等
資産活用推進基金の推移
・基金総額：令和元年度末　1,179億円、令和２年度末　1,119億円、令和３年度末　630億円
・基金現金：令和元年度末　　 84億円、令和２年度末　　 60億円、令和３年度末　 97億円

目標 5 12 12 13 13 13 13

実績 7 6

2,695,254 1,444,031 1,251,223

目標 25 483 20 20 20

実績

1,444,031 1,251,223

単位

20

課長 係長 管財

本資料は、公正・適正に作成しました。 栢沼　伸茂 八田羽　拓也 小沼　優里

事業スケジュール
・資金代行、所管換、運用、貸付：随時
・公募売却：7月、12月

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

資産活用推進基金費 2,695,254
公募売却件数増に伴う土
地取得費の増

細事業合計

事業概要 資産活用推進基金保有土地の民間売却等による財産売払収入及び資産活用推進基金運用収入を経理する。

事業開始年度 平成19年度

根拠法令・方針決裁等

地方自治法
横浜市資産活用推進基金条例
横浜市資産活用推進基金条例施行規則
横浜市公有財産規則

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

決
算

1,007,143 555,247 48,691,574

2,695,254予
算

2,390,851 1,783,839 49,142,366 2,695,254 2,695,254

0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 1,251,223 0 0 243,925 1,007,298

0
令和４年度 1,444,031 355,587 1,088,444 0

単独事業
補助事業 0

令和５年度 2,695,254 599,512 2,095,742 0

前年度事業名称 資産活用推進基金費

区　分 金　額 国 県 繰入金 その他 市債 一般財源

1
事業区分

歳出予算科目 1

事業名称

財　源　内　訳

処分
単位

一般会計繰入金

会計公共事業用地費

資産活用推進基金費

枝番号

政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

令和　５年度　事業計画書

事業局課 財政 管財
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

20

実績 44 531

目標



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 1,682,423 1,779,707 ▲ 97,284

課長 係長 管財

本資料は、公正・適正に作成しました。 栢沼　伸茂 八田羽　拓也 高嶋　尚人

1,779,707 ▲ 97,284
償還対象の減に伴う公債
費の減

事業スケジュール

・取得、貸付：随時
・有償所管換：７月～８月
・償還　　　：９月10日及び３月10日
・無償所管換：３月

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

都市開発資金事業費 1,682,423

実績

単位 目標

2

実績 8 4

処分
（売払収入）

単位 目標 4 3 2 2 2 2

10 10 10

実績 3 4
取得

単位 目標 10 10 10 10

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

　(1)　貸付対象　「都市開発資金の貸付に関する法律」（以下「法」と記す）に定められた用地
　　①　都市施設用地　　　……法第１条１項１号
　　②　都市機能更新用地　……法第１条１項２号及び２項
　(2)　貸付利率　1.3％で積算（注：財投金利の変動により改正あり）
　(3)　償還期間
　　①　都市施設用地　　　……元金４年据置、10年償還（防災緑地となる公園・緑地については元金３年据置）
　　②　都市機能更新用地　……元金４年据置、10年償還
　(4)　償還方法　元金均等半年賦による償還
　(5)　償還期日  ９月10日及び３月10日

452,479

事業概要 道路等の事業用地を取得するため、国から借入及び市債金会計を通した既存借入金の償還や利払いを整理する。

事業開始年度 昭和48年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

1,527,512 1,494,441 1,232,761

411,246 400,360

根拠法令・方針決裁等

都市開発資金の貸付に関する法律
都市開発資金融通特別会計法
都市開発資金の貸付に関する法律施行令
都市開発資金貸付要領

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　都市の計画的整備を推進するために、公共施設整備に必要な用地の先行取得資金を借り入れ、これに伴う元利償還金を他会計と区別
して経理する。

令和８年度
予
算

1,915,951 1,836,399 1,788,960 1,682,423 1,682,423 1,682,423

439,691 429,317

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

478,362 529,137 529,137 529,137

562,756 0
増△減 △ 97,284 0 0 △ 63,665 0 △ 33,619 0

令和４年度 1,779,707 216,951 1,000,000

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 1,682,423 153,286 1,000,000 529,137 0

財　源　内　訳 一般会計繰入金
区　分 金　額 国 県 財産収入 市債 一般財源

事業名称 都市開発事業費 政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

2
事業区分

歳出予算科目 公共事業用地費 会計 2 枝番号 前年度事業名称 都市開発事業費

令和　５年度　事業計画書

事業局課 財政 管財
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 財政 管財
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 3

事業区分

歳出予算科目 公共事業用地費 会計 3 枝番号 前年度事業名称 公共用地先行取得事業費

財　源　内　訳 一般会計繰入金
区　分 金　額 国 県 財産収入 繰越金 市債 一般財源

事業名称 公共用地先行取得事業費 政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

令和５年度 1,883,575 1,883,574 1 0
0

単独事業 0
補助事業

0
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和４年度 1,883,575 1,883,574 1

令和８年度
予
算

14,642,163 8,247,362 1,883,875 1,883,575 1,883,575 1,883,575

0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 0 0 0

根拠・データ等

・起債対象　①将来、公共用もしくは公用に供する用地又はその代替地として利用する計画に基づいて取得する用地
　　　　　　②国土利用計画法、都市計画法、生産緑地法、公拡法等の規定に基づく買取請求、買取協議、先買権の行使、
　　　　　　　買取りの申出等により取得する用地の取得
　　　　　　③環境保全上、優れた価値を有するもので、条例等の規定に基づき保全すべき用地として指定された用地の取得
・事業化の期限　起債年度以降10年度以内

0

事業概要 公園や緑地等を取得するため、市債の発行及び市債金会計を通した既存借入金の償還や利払いを整理する。

事業開始年度 昭和63年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

13,796,308 10,843,814 3,244,212

0 0

根拠法令・方針決裁等 地方自治法第230条、地方財政法第５条第１項第５号

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　地方債制度を活用して民間資金の導入を図り、公共施設整備に必要な用地の先行取得を円滑に進めます。
　また取得をした土地については、公有財産を適正に管理するとともに、未利用等土地の更なる抽出と共有に取り組み、あらゆる視点
からその利活用を積極的に進めていきます。

(1)供用済、事業中の土地については、計画的に所管換を行います。
(2)事業未定土地、事業時期未定土地については、定期的に取得依頼局にヒアリングをし所管換を進めます。また、利活用の観点から取
得依頼局以外が事業を行う場合には「令和３年度に新設したルール（※）」を適用し新簿価での所管換を行います。

（※）令和３年度に新設したルール：「現在の簿価（取得価格＋利子）」と「用途転換時の時価」を比較し、いずれか低い方を新たな
事業における土地の新簿価（所管換価格）とするもの

取得
単位 目標 － － － －

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

－ － －

億円 実績 － －

処分
単位 目標 13 221 15 15 9 9 9

億円 実績 28 251

1,883,575 0

事業スケジュール
・歳入 財産収入(土地売払・貸付)→随時　繰入金→3月  繰越金→3月
・歳出 公債費元金→9月､3月 公債費利子→9月､3月 減債基金積立→3月

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

公共用地先行取得事業費 1,883,575

本資料は、公正・適正に作成しました。 栢沼　伸茂 八田羽　拓也 遠藤　明日香

細事業合計 1,883,575 1,883,575 0

課長 係長 管財
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